
 

 

 

第 28 期 貸借対照表 

（2026年 3月 31日現在） 

（単位：千円） 

科  目  金 額  科  目  金 額  

（ 資 産 の 部 ）    （ 負 債 の 部 ）    

流 動 資 産 ( 7,761,274   )  流 動 負 債 ( 2,159,824   ) 

現 金 及 び 預 金  539      工 事 未 払 金  1,695,289    

完 成 工 事 未 収 入 金  3,801,370      未 払 金  59,732    

売 掛 金  881,544      未 払 費 用  112,264    

未 収 入 金  16,377      未 払 法 人 税 等  112,133    

未 成 工 事 支 出 金  265,303      賞 与 引 当 金  167,883    

貯 蔵 品  434      そ の 他 の 流 動 負 債  12,523    

短 期 貸 付 金  2,751,699        

前 払 費 用  38,541     固 定 負 債 ( 35,911 ) 

そ の 他 の 流 動 資 産  5,466      そ の 他 の 固 定 負 債  35,911  

        

 固 定 資 産 ( 463,740   ) 負 債 合 計  2,195,734  

（ 有 形 固 定 資 産 ） ( 292,371  )     

建 物  4,750  （純資産の部）    

建 物 附 属 設 備  114,969     株 主 資 本 ( 6,029,280 ) 

構 築 物  4,471    （ 資 本 金 ） ( 470,000 ) 

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品  119,971  （ 利 益 剰 余 金 ） ( 5,559,280 ) 

リ ー ス 資 産  48,210    利 益 準 備 金  117,500  

（ 無 形 固 定 資 産 ） ( 4,565  ) 別 途 積 立 金  4,750,000  

ソ フ ト ウ ェ ア  4,565    繰 越 利 益 剰 余 金  691,780  

（投資その他の資産） ( 166,805  )     

長 期 前 払 費 用  22,706        

前 払 年 金 費 用  93,513        

敷 金 ・ 保 証 金  5,708        

繰 延 税 金 資 産  44,878    純 資 産 合 計  6,029,280  

資 産 合 計  8,225,014    負債・純資産合計  8,225,014  

（注）金額は千円未満を四捨五入して表示しております。 

  



 

 

 

第 28 期 個 別 注 記 表 

 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事等支出金 ………… 個別原価法 
 

（２）固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産除く） …… 定率法：下記以外の有形固定資産 

定額法：2016年４月１日以後取得する 
建物附属設備及び構築物 
 

② 無形固定資産（リース資産除く） …… 定額法 
 
③ リース資産  ………………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

に係るリース資産については、リース期 
間を耐用年数とし、残存価額を零とする 
定額法を採用しております。 

 
（３）引当金の計上方法 

   ① 賞与引当金 ………… 従業員に対し支給する賞与の支出に充てるため、 

支給見込額基準に基づき計上しております。 

   ② 退職給付引当金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお 

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、 

当事業年度末において発生している額を計上しており 

ます。 

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の 

平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による 

定額法により翌事業年度から費用処理しております。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 
完成工事高及び完成工事原価の計上基準 
当社の主要な事業である高速道路における光ケーブル張替・芯線分岐工事等
においては、顧客との工事契約に基づき履行義務を負っており、工事の進捗
に応じて充足される履行義務については、契約期間にわたる工事の進捗度に
応じて収益を認識し、その他については、工事完了時に履行義務を充足したと
して収益認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方
法は、見積総原価に対する発生原価の割合(インプット法)で算出しております。 
 

（５）リース取引の処理方法 
物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、売買による処理としております。なお、所有権移転外ファイナン
ス・リース取引のうち、重要性の乏しいリース取引については、通常の賃貸借取
引に準じた会計処理によっております。 

 
（６）消費税等の会計処理 …… 税抜き方式 



 

 

 
２．貸借対照表に関する注記 
（１）支配株主との債権・債務額 

① 短期債権 7,396,437千円 
② 短期債務 47,138千円 

 
（２）有形固定資産の減価償却累計額 175,319千円 
 
（３）偶発債務 
  電力会社の配電柱等使用にかかる債務保証 175,088千円 
 
３．損益計算書に関する注記 
支配株主との取引高 
① 営業収益 6,962,936千円 
② 営業費用 127,303千円 
③ 営業外収益 26,560千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 
（１）当期末の発行済株式総数                            9,400株 
 
（２）剰余金の配当に関する事項 

配当金支払額 
 2025年６月 17日開催の第 27期定時株主総会決議による配当 

    ・配当金の総額 197,400千円 
    ・１株あたり配当額 21,000円 
     ・基準日 2025年３月 31日 
    ・効力発生日 2025年６月 18日 
 
（３）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力が翌期になるもの 

2026年６月 16日開催予定の第 28期定時株主総会において次のとおり付議い
たします。 

    ・配当金の総額 200,220千円 
    ・１株あたり配当額 21,300円 
     ・基準日 2026年３月 31日 
    ・効力発生日 2026年６月 17日 
 
５．１株当たり情報に関する注記 
   ① １株あたり純資産額 641,412円 74銭 
   ② １株あたり当期純利益 53,144円 97銭 
 

 

以上 


